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特 集 Ⅲ

国際的な視点から見たジェンダー研究の展開（その２）

労働市場でスキルはどう評価され男女格差に関連するか？

―性別・学歴・スキル・職業からみた労働市場の構造比較―

鈴 木 恭 子

Ⅰ．背景

近年，労働市場における男女格差是正の取り組みに大きな注目が集まっている．2022年

には，女性活躍推進法の厚生労働省令が改正され，常用労働者301人以上の企業を対象に

「男女の賃金の差異」の公表が義務化された（厚生労働省 2022a）．各企業は男性の平均

賃金に対する女性の平均賃金の割合をパーセントで示す必要があり，こうした情報開示が

企業の賃金格差縮小にむけた努力を促すことが期待される．また一方では，政府が労働移

動を促すリスキリング支援に5年で1兆円を投じる計画を表明したことで（日本経済新聞

2022年10月3日），人的資本投資を通じたより良い就業機会への移動や生産性向上に注目

が集まっている．こうした取り組みは格差改善への期待をもたらすものであるが，男女格

差の縮小や労働移動の推進といった政策課題は長年の取り組みにもかかわらず思うような

成果があがっていない．はたしてスキルに投資することは，男女格差縮小に有効なのだろ

うか？
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本稿は労働市場において性別・学歴・スキル・職業が賃金に及ぼす影響について，OECDによ

るPIAAC調査のデータより，イギリスと日本についてその相対的な大きさと経路を比較する．分

析の結果，イギリスでは職業が賃金と強く関連するのに対し，日本では性別と賃金の直接の関連が

強く，加えて性別は人的資本や職業を介しても賃金と関連している．イギリスでは高いスキルを要

する職業につくことが男女賃金格差を縮小するのに対し，日本ではそうした効果が見られない．さ

らに日本では，大卒という学歴を伴わない限り，たとえ高いスキルを有していても，職業達成との

関連は小さく，賃金との関連もみられない．これらの結果は，労働市場で「スキル」が評価されて

「職業達成」や「賃金」を引き上げるための回路が日本では十分確立しておらず，人的資本に投資

しても賃金改善への効果は限定的である可能性を示唆する．男女賃金格差の縮小には，スキルと賃

金の対応そのものを高めるような，労働市場の制度的改革が欠かせない．

キーワード：ジェンダー，スキル，賃金格差，人的資本，労働市場



人的資本への投資は，労働市場における格差の問題を解消する有効な手段とみなされて

きた．経済学理論では均衡賃金は限界生産性に等いとされるから，賃金格差は生産性の違

いに由来するのであり，したがって賃金が低い労働者の人的資本に投資して労働者の生産

性を向上させればより高い賃金を実現できると考えられている．しかし，この「人的資本

への投資が低賃金を解消する」という見方に，異を唱える立場もある．いわゆる「分断労

働市場」論である（BergerandPiore1980）．もし労働市場が処遇ルールの異なる複数の

異質なセグメントに分かれ，またセグメントの間の自由な移動に障壁があるとするならば，

人的資本に投資しても賃金の連続的な上昇は期待できない．そうした状況で求められる政

策介入は，制度的障壁の除去である（DoeringerandPiore1971）．また「社会的閉鎖理

論」も，賃金が人的資本に規定されるという見方を批判し，社会集団（多くの場合は職業

集団）が様々な制度的障壁を構築し労働力の移動を制限することで，集団間の賃金格差が

生じるとする（Weeden2002）．

経済学が想定する，「人的資本投資→生産性上昇→賃金」というという関係が各国の労

働市場でどの程度成り立っているのかは，経験的な実証に開かれた問いである．欧米では

そうした原則が“プライマリ”なセグメント（一次部門）に成立していればこそ，人的資

本が賃金と対応しない“セカンダリ”なセグメント（二次部門）が問題視されたともいえ

る．日本についてみれば，これまで企業規模間・男女間・雇用形態間など，労働市場内に

おけるさまざまな分断（＝処遇の異質性）が観察されてきた（鈴木 2018）．だが「人的資

本」がジェンダーとの関連でどのように労働市場に位置づけられ評価されているかは，必

ずしも十分な研究の蓄積があるとはいえない．というのも，「人的資本」は測定が難しい

ためである．

日本の労働研究では，「熟練」という概念が賃金を規定する要因として重要な位置を占

めてきたが（小池 1991），「知的熟練」論はしばしば実証的根拠を欠いていることを批判

されてきた（大沢 1993;濱口 2015）．人的資本投資に巨額の公的資金が投じようとされ

るいま，あらためて労働市場においてジェンダーや人的資本が果たす役割が，日本と他の

国とでどのように違うのかを問う必要がある．日本の労働市場において，性別はどのよう

な影響を持つのか．人的資本なかでもスキルは日本の労働市場でどのような位置を占めて

いるのか．スキルを高めることは賃金にどのような影響を及ぼし，それは性別とどのよう

に関わっているのか．本稿では，「性別」「人的資本」「職業」が賃金に及ぼす影響をその

経路に注目して明らかにし，スキルへの投資が男女間賃金格差の縮小に有効かを検討する．

もし，人的資本を賃金につなげる回路がそもそも目詰まりしているのであれば，人的資本

投資が賃金格差を改善する余地は限られるのである．

Ⅱ．先行研究

男女間の賃金格差がどのような要因に起因するかについては，これまで多くの研究の蓄

積がある．なかでも大きな影響力を持ったのが「人的資本論」で，男性と女性では学歴や
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勤続年数など人的資本量に違いがあり，それが生産性の違いとなって賃金格差を帰結する

とされる．これに対抗する「分断労働市場論」では，そもそも労働市場はひとつのメカニ

ズムで動くのではなく，複数のセグメントに分断され賃金を決定するメカニズムが異なっ

ていることで賃金格差が生じるとみる．たとえば同じ学歴や勤続年数を有していても，男

女でリターンの大きさが異なることで，男女賃金格差に帰結すると評価する（ホーン川嶋

1985,中田 1997など）．この2つの立場の違いは，格差縮小に向けた政策を検討する際に

重要な意味を持つ．ひとつのメカニズムが機能する連続的な労働市場においては，女性は

人的資本を蓄積することによって生産性をあげ，漸進的に高い賃金に移動できる．しかし，

労働市場が分断されていたら，人的資本を蓄積してもセグメントを移動出来ない限り，賃

金が上がらない．したがって，その制度的な断絶を解消する施策がより重要になる

（DoeringerandPiore1971）．「社会的閉鎖理論」もまた，人的資本が賃金を決定すると

いう見方に異を唱える．労働市場には「人的資本」の他に重要な構成要素として「職業」

があるが，職業集団はしばしば労働供給制限やライセンシングなどの手法を用いてサービ

ス価格を引き上げ，高賃金を実現している（Weeden2002）．多くの国の労働市場におい

て「職業」は賃金を直接に規定する要因である．

山口一男（2017）は，男女賃金格差の研究においてこれまで日本で職業分離の研究がき

わめて少ないことを指摘する．日本の雇用慣行では同一職業内で雇用形態や勤続年数など

の違いによって大きな賃金格差があるため，「職業」が賃金を規定する側面が重視されて

こなかった（山口 2017:88）．だが男女間の賃金格差においては，雇用形態がもたらす格

差以上に，職業分離がもたらす格差は深刻である．山口（2008）によると男女賃金格差に

おいて雇用形態の違いは格差の1/3ほどしか説明せず，格差の半分以上は正規雇用内で生

じている．男女の職業分離に注目した山口（2017）の分析によると，とくに女性が事務職

とヒューマンサービス系の専門職に集中し，また彼らの賃金が男性に比べて大きく低いこ

とが，正規雇用内部における男女賃金格差の主因である１）．性別と職業がどのように関連

しているか，またその性別職域分離を背景に職業と賃金がどのように関連しているかは，

男女格差の重要なメカニズムである．

さらに近年，スキルに関する研究も蓄積されている．従来は「人的資本」の代理変数と

してしばしば「教育年数」が用いられてきたこともあり，教育を受けることと実際に本人

がどの程度の能力を有するかは必ずしも区別されてこなかった．SatoshiAraki（2020）

はここに「学歴」と「スキル」の区別を持ち込み，OECDによるPIAACのデータを用

いて学歴とスキルがそれぞれ賃金にあたえる影響の推移を分析している２）．それによると，

学歴とスキルはそれぞれ独立して職業達成と賃金を引き上げる影響があるものの，学歴の

方がずっと影響が大きいことが明らかにされている．つまり，高学歴の場合はたとえスキ

ルが低くても職業達成が高いが，学歴が低い場合は高いスキルを持っていても職業達成が
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1）山口（2017）によると女性が集中するヒューマンサービス系専門職は，専門職にも関わらず，男性のブルー

カラー労働者よりも平均賃金が低い．これは日本の労働市場において，欧米的な職業と賃金との関連（＝専門

職は賃金が高い）を，性別による意味づけが上書きしている例（＝女性が担う労働は価値が低い）ともいえる．

2）ここでのスキルは読解力や数的思考力など，おもに教育を通じて獲得される認知的能力を指している．



低い．だが近年は学歴へのリターンが低下しつつある一方，スキルはリターンの水準を維

持しており，スキルの重要性が高まりつつあることも示唆した．

こうした研究により，「学歴」「スキル」「職業」といったさまざまな要因が男女賃金格

差を生み出すメカニズムが明らかになってきた．だが，これらの要因が及ぼす影響の相対

的な大きさや，ある要因が別の要因を経由して影響を及ぼすといった経路の多様性は必ず

しも十分に考慮されない．そこで本稿では，性別・スキル・学歴・職業が賃金に及ぼす影

響を同時に評価することを試み，各要因が及ぼす影響の相対的な強さや経路の影響を検討

する．その際，Araki（2020）で用いられた分析枠組みを採用して，学歴とスキルを区別

した上で各要因と賃金との関連を検討する．

Ⅲ．分析モデルとデータ

1. 基本的な考え方

ある労働市場で，性別・人的資本・職業が賃金に与える影響は，図1のように表現でき

る．

まず，性別は生得的な属性なので，図中で起点となっている．個人は人的投資を通じて，

人的資本を獲得する．このとき，性別により獲得する人的資本に差がある場合があるから，

性別と人的資本は関連している．その後，個人は獲得した人的資本を活かして職業につく．

どのような職業につくかは人的資本に規定されるが，性別から直接影響を受ける場合もあ

る．最後に，職業は賃金を規定する．しかし，賃金を規定するのは職業だけではなく，人

的資本や，場合によっては性別から直接影響される場合もある．本稿では，これらの経路

がそれぞれどのような太さで繋がれているのかを推定することで，各要因が労働市場でど

のように位置づけられるかを評価したい．

本稿の目的は日本の労働市場の構造的な特徴を明らかにすることにあるが，その際ベン

チマーク対象としてイギリスを選択する．小松恭子（2021）は，本稿と同じOECDによ

るPIAAC調査のデータを用いて，各人が有する「スキル」がどのように就業確率および

賃金水準に影響するのかを，日本・韓国・イギリス・ノルウェーの4カ国で比較している．

それによると，日本では女性は高いスキルを持っていても子供がいると就業確率が低く，
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図１ 賃金を規定する要因の関係



スキルが充分活用されていない．小松によれば，これら4カ国は性別役割分業・両立支援

制度・税制・社会保障制度などそれぞれに異なる特徴を持つが，韓国は社会制度・価値観・

男女格差の度合いとも日本に類似しており，またノルウェーは多くの点で日本と対照的な

社会制度・価値観を有するが，男女格差自体が小さいために日本との比較に難しさがある．

一方で，イギリスは社会制度や価値観では日本より男女平等が浸透しているものの，労働

市場のアウトカムに男女格差が残る．また小松の分析結果から，イギリスはスキルに対す

る就業確率や賃金の反応が大きく，労働市場においてスキルが評価される国であることが

分かる．つまり図1で想定したモデルに近い事例と考えられることをふまえて，本稿では

イギリスとの比較を通じて日本の労働市場の構造的な特徴を評価する．

2. 使用するデータと変数

本稿は，OECDが2011年に実施した国際成人力調査（PIAAC,Programmeforthe

InternationalAssessmentofAdultCompetences）のデータを使用する．この調査は

OECD加盟国24か国が参加し，16歳～65歳までの男女を対象に成人のスキルに関する多

様な情報を収集している．本調査のメリットは，多くの国を同じフレームワークで調査し

ているため，データ比較が容易なことである．また本分析に用いる，賃金・学歴・スキル・

職業に関する情報を幅広く備えている．とくにスキルについては，実際にテストを通じて

「読解力」「数的思考力」等の認知的能力を測定している点が貴重である．

分析は，20歳から59歳までの男女，自営業・家族従業者は除いた被雇用者のみを対象と

する．予備的な分析によると，本稿の分析に年齢は大きな影響を持っている３）．年齢の効

果を検証するため，10歳刻みの年齢の変数をコントロール変数としてモデルに投入する．

賃金は，ボーナスを含む賃金を労働時間で割って，時間あたり賃金を計算し，その対数

をとる．各国通貨の値を使用し，同じ通貨への換算は行わない４）．

人的資本については，「学歴」と「スキル」を区別する．まず，「学歴」については大学

卒業以上の学歴を1とし，それ未満を0とするダミー変数を作成する．ここでの「大学」

とは，ISCED 2011（InternationalStandardClassificationofEducation）レベル6以

上とし，レベル5は除外した５）．ArakiandKariya（2022）は，レベル5と6では労働

市場のアウトカムに及ぼす影響が異なることを明らかにしている．日本では，短期大学・

専門学校・高等専門学校の専攻科がレベル5に，4年制大学がレベル6に該当するが，日

本の短期大学は女性に大きく偏る実態があるため，この点はジェンダーの影響を分析する

うえで重要である．予備的分析の結果，本稿のモデルでもレベル5と6で労働市場のアウ
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3）本分析で採用したモデルにおいて年齢は大きな効果を持っており，とくに50歳代においては学歴やスキルが

他の年代とは異なる意味合いを持っている．だが本分析は一時点のクロスセクションデータを用いているので，

それが年齢を重ねることによる人的資本の価値の高まりなのか，あるいは労働市場の経年的な変化であるかを

識別することは難しい．

4）通貨換算は為替レートの影響を受けること，通貨が異なっても対数をとることで変化率を比較できることか

ら，各国通貨をそのまま用いることとした．

5）PIAACデータではISCED 1997が用いられており，ISCED 2011のレベル5は1997版のレベル5Bに，レ

ベル6はレベル5Aに相当する．



トカムや性別との関連に大きな違いが生じたため，レベル6以上（4年制大学以上）を

「高学歴（HighCredential）」，レベル5以下（短期大学・専門学校・高校等）を「低学

歴（LowCredential）」とする2値変数を採用した．

スキルについては，調査内で測定された個人の「読解力」と「数的思考力」の得点を使

用する．得点は0から500点に分布し，得点に応じてProficiencyLevelが定められてい

る．ここでは「読解力」と「数的思考力」の平均点を個人ごとに計算し，得点が326点以

上を「高スキル（HighSkills）」と定義し，それ以下を「低スキル（LowSkills）」とす

る2値変数を採用した．この326点という閾値より上の値は，ProficiencyLevel4および

5に相当する６）．

さらにAraki（2020）のアプローチにならい，上で定義された「学歴」と「スキル」

の2軸を組み合わせて，「高学歴・高スキル（HCHS）」「高学歴・低スキル（HCLS）」

「低学歴・高スキル（LCHS）」「低学歴・低スキル（LCLS）」の4つのカテゴリーを作成

する．「低学歴・低スキル（LCLS）」と比較することにより，それぞれ学歴だけ高い場合，

スキルだけ高い場合，学歴もスキルも高い場合の影響を評価できる．この手法の目的は，

職業や賃金に及ぼす影響を「学歴」と「スキル」で分けて捉えることである．

職業についても同様に，Araki（2020）で用いられているカテゴリーを採用する．これ

は，国際職業標準（ISIC）による分類で，職業をスキルレベルに応じた4段階，skilled/

semi-skilledwhitecollor/semi-skilledbluecollar/elementaryに分類するものであ

る．このうち一番上に位置するSkilledOccupationに分類された職業を「高スキル職」

と定義し，それ以外を「低スキル職」と定義する（Araki2020）７）．「高スキル職」に1，

「低スキル職」に0をわりあてる2値変数を作成する．

さらに，家庭背景も人的資本の獲得・職業達成・賃金に影響することから，交絡因子と

してコントロールする．本分析では家庭背景として，両親の学歴を用いることとし，父親

もしくは母親のいずれかもしくは両方が大卒だった場合に1を，いずれも大卒でない場合

に0をわりあてる2値変数を用いる８）．

今回は，変数の解釈を容易にする目的で，全体に2値変数を使用する方針とした．しか

し，いずれの変数も別の操作化の可能性，とくに連続変数として定義できる可能性がある．

たとえばAraki（2020）では，スキル，教育年数，職業などについて，いずれも別の閾

値や連続変数を用いてモデルの頑健性を検証している．本稿では紙幅等の都合でこうした
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6）連続変数であるスキルを二値変数に変換する場合，閾値をどう定めるかが問題となる．今回採用したProfi-

ciencyLevelは各国で共通だが，日本は全般的にスキルの得点が高いため，高スキルに該当する人の割合が高

くなる特徴がある．Araki（2020）はPIAAC調査におけるスキルレベルについて異なる閾値を用いた場合の

影響を検証している．

7）職業は，年収のように一直線上に分布する連続変数とは異なり，本来は水平的に分化するカテゴリーである

ため，職業カテゴリー間に序列をつけて一直線上に並べることは難しい．そのため，分析にあたって職業を序

列化するためには，しばしば年収水準が用いられることがある．本分析においてはこの方法を取らず，「高ス

キル職」「低スキル職」という2値変数を用いる．

8）これまで日本の労働研究では賃金関数の推定に家庭環境をコントロールすることはあまり行われてこなかっ

たが，出身階層が学歴獲得や職業達成にどのような影響をおよぼすかは階層研究の重要な関心である．本分析

では，労働市場における性別・学歴・スキル・職業の相対的な位置関係を明らかにするうえでは重要な要因で

あると考え，すべてのモデルにおいて家庭環境の変数をベースラインとする．



検証を省略するが，さまざまな変数の可能性を探ってモデルをより精緻化していくことは，

今後の課題としたい．分析に使用するデータの記述統計を表1に掲げる．

3. 分析モデル

(1)要因間の関連のあるべき姿

本稿では性別と賃金との関連に複数の経路を想定し，要因間の関連の強さを検討するこ

とを通じて，労働市場において各要因がどのような構造のなかに位置づけられるかを明ら

かにする．起点となる要因は「性別」（X），最終的な変数は「賃金」（Y）であり，その

間を「人的資本」（M1）と「職業」（M2）という2つの要因が媒介すると考える．「賃金」

（Y）に直接つながる経路の係数を（・）で示し，それ以外の要因間の経路の係数を（・）

で示す．

先に図1において「性別」「人的資本」「職業」が「賃金」の関連を図示したが，図1に

示したすべての経路がすべて等しい重みを持つわけではない．図2は要因間の「あるべき

姿」を示している．ヨーロッパ型の伝統的な労働市場では，歴史的に労働組合が職業への

入職やその賃金を規制してきたこともあり，教育や訓練などの人的資本の蓄積がどのよう

な職業につけるかを規定する面が強い（・
2
2）．また労働組合の賃金協約などを通じて職業
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表１ 記述統計

θ θ θ

β β

β

β
β

θ

図２ 賃金を規定する要因間の関係（あるべき姿）



ごとに賃金水準が定められる場合も多く，職業が賃金を強く規定する（・3）．それに対し

て，人的資本と賃金との直接の関連（・2）が強い社会も想定できるだろう．たとえば日本

では，労働市場横断的な職業の存在感が弱い一方で，企業内での賃金決定が発達している

ために，個人の人的資本が職業とは独立して賃金を規定する面が強いことが想定できる．

「性別」は人的資本・職業・賃金にそれぞれ影響を及ぼしうるが（・
1
1,・

2
1,・1），この経

路はいずれも「男女格差」につながりうるという観点からは，望ましくないものといえる．

具体的には，「性別」から「人的資本」に影響があることは（・
1
1），男女によって人的資本

（学歴やスキル）の達成度が異なることを意味する．また，「性別」から「職業」への影響

は（・
2
1），男女によって職業達成に違いがある（=性別職域分離）ことを意味する．そし

て，「性別」から「賃金」への影響は（・1），男女の違いが賃金に直接関連することを意味

する．

家庭背景（C）は，人的資本・職業・賃金に影響を与えうる交絡因子として考慮するが，

その影響の有無が本稿の主要な関心ではないため，図中では点線で表示する．

本稿では，日本とイギリスのデータを用いて実際の労働市場における要因間の構造を推

定する．その際，図2で示したあるべき姿をベンチマークにしながら，そこからの違いに

注目して両国の労働市場の特徴を明らかにしていく．

(2)学歴とスキルを区別しない分析

Model1: 基本モデル

以下に図2に示した要因間の関連についての労働市場の構造を定式化する．各要因から

別の要因への影響は，以下の3つの方程式で表される（X:女性ダミー,M1:高学歴ダミー,

M2:高スキル職ダミー,C:両親大卒ダミー）．

Y・・1X・・2M1・・3M2・・4C ・・・・（1）

logitP・M2・1・X,M1・・・
2
1X・・

2
2M1・・

2
3C ・・・・（2）

logitP・M1・1・X・・・
1
1X・・

1
3C ・・・・（3）

これは3つの式からなる構造方程式で，XからYの関連の間に2つのMediator（M1,

M2）を想定するMediationModelである（VanderWeele&Vansteelandt2013）．だが

本分析では媒介された間接効果（IndirectEffect）より，要因間の直接の関連（DirectEf-

fect）に主要な関心がある９）．性別（X）から賃金（Y）への直接効果は・1，人的資本
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9）本モデルは変数同士のあいだに双方向の関係性・ループ・誤差項の相関等を想定しないrecursiveモデルの

ため，同時推定は不要でOLSで個別に式を推定する（Paxtonetal.2011）．ただし，モデルに2つ以上のme-

diatorを含む場合，各推定式に関連する変数をすべて含める必要がある．（たとえば，X->M1->Yの推定にも

M2を含め，X->M2->Yの推定にもM1を含める）．このモデルはmediator同士に関連があっても使用でき，

また mediatorに影響を与える共通の観察されない要因があったとしても，推定結果がロバストである

（VanderWeele&Vansteelandt2013）．



（M1）から賃金（Y）への直接効果は・2，職業（M2）から賃金（Y）への直接効果は・3

である．Model1では，人的資本（M1）の変数として「高学歴ダミー」（大卒以上で1を

とる）を用い，スキルの変数は含まれない．2つの媒介変数M1およびM2は二値変数であ

るため，（1）（2）はLogitモデルを採用する．

このような非線形式をモデルに含む場合，媒介変数を経由した間接効果の計算は複雑に

なる10）．Imai,Keele,andTingley（2010）,Tingleyetal.（2014）は，反実仮想的な枠組

みにもとづくcausalmediationeffectを定義してノンパラメトリックな推定方法を提案

しており，そのアプローチは非線形式を含むモデルにも適用できる11）．Causalmediation

effectは，先行変数（本分析におけるX:性別）の値を固定したとき，媒介変数（M1:学

歴,M2:職業）の値の違いによってアウトカム変数（Y:賃金）に生じる差のことを指し，

以下のとおり定義される．（t:先行変数の値，Mi（t）:先行変数の値をtとしたときの個人

iの媒介変数の値）

・i・t・・Yi・t,Mi・1・・・Yi・t,Mi・0・・ ・t・0,1・ ・・・・（4）

ある個人iについて実際に観察されるのはMi・1・もしくはMi・0・のいずれかであるから，

右辺の一方の項は常に観察されない．そこで反実仮想的な潜在アウトカムを想定し，そこ

から個人iについてのmediationeffectsを計算する．その値をすべてのiについて平均

したものがAverageCausalMediationEffect（ACME）である．潜在アウトカムは，

推定された回帰式を用いた予測値として計算される．推定のアプローチは，以下の数式で

定義されるACMEを，ブートストラップ法によるシミュレーションで計算する12）．

・・
j
・t・・

1

nk
・

n
i・1・

K
k・1

・・・Y
jk

i ・t,Mjk
i ・1・・・Y

jk
i ・t,Mjk

i ・0・・・・・ ・・・・（5）

（j:bootstrapのサンプル,k:個人について先行変数の値ごとに，mediatorの値をシミュ

レーションする回数,n:1サンプルあたりのサイズ,t:先行変数の値（0,1））

本稿の分析では，ACMEの推定が目的ではないが，要因間のパスの構造を理解するため

にACMEの大きさを参考情報として利用する13）．
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10）仮にM1およびM2が連続変数で3つの式が線形回帰式で構成される場合には，媒介変数を経由する間接効

果は，2つのパスの係数をかけあわせたものとなる．すなわち，性別（X）から人的資本（M1）を経由した

賃金（Y）への効果は・1
1・
・2，性別（X）から職業（M2）を経由した賃金（Y）への効果は・1

2・
・3である．

11）VanderWeele&Vansteelandt（2013）では，線形構造方程式をLogitモデルの係数推定に拡張した，パラ

メトリックなモデルが提案されている．

12）推定はRの“mediation”パッケージを使用した．

13）このモデルは，先行変数の割当がランダムであること，媒介変数もランダムであってその後の交絡因子と関

連しないという強い仮定をおく．本モデルでは，これらの仮定が必ずしも満たされるとはいえない（媒介変数

である「人的資本」がその後「学歴」という媒介変数に関連することを想定しているため）．



Model2：性別によるモデレーションの有無を検証する

上記のモデルは，人的資本や職業が賃金等に及ぼす影響が，すべての人で同一であるこ

とを仮定している．だが，人的資本や職業が及ぼす影響は性別によって異なる可能性があ

る（たとえば同じ学歴でも女性は男性よりもリターンが低い等）．そのためModel2では，

媒介変数および交絡因子の効果に，性別によるモデレーションが存在するかを検証する．

具体的には，推定式にM1,M2,Cと性別（X）との交差項を追加する（以下の太字部分）

（X:女性ダミー,M1:高学歴ダミー,M2:高スキル職ダミー,C:両親大卒ダミー）

Y・・1X・・2M1・・3M2・・4C・・5M1X・・6M2X・・7CX ・・・・（6）

logitP・M2・1・X,M1・・・
2
1X・・

2
2M1・・

2
3C・・

2
4M1X・・

2
5CX ・・・・（7）

logitP・M1・1・X・・・
1
1X・・

1
3C・・

1
5CX ・・・・（8）

上記のモデルを推定して，性別との交差項の係数（・5,・6,・7,・
2
4,・

2
5,・

1
5）が有意であ

れば，性別によるモデレーション効果が存在し，人的資本や職業が賃金に及ぼす影響は男

女で違いがあることを意味する．交差項の係数が有意でなければ，性別によるモデレーショ

ン効果の仮説は棄却される（Mulleretal.2005）．

Model3：年齢をコントロールする

労働市場の構造はまた，年齢によって大きく異なることも考えられる．とくに日本では

男性の正社員について年齢とともに賃金が上昇する傾向が広く観察されることから，年齢

によって学歴や人的資本と賃金との関連が異なる可能性がある．一方で，女性正社員につ

いては近年勤続年数が伸びて賃金水準も上がるなどの変化がみられることから，性別の効

果が年齢によって異なる可能性も想定される．Model3では，この年齢と性別の関連を検

証するため，20歳代を基準として30歳代・40歳代・50歳代のダミー変数とともに，それら

と性別との交差項を追加する．

（X:女性ダミー,M1:高学歴ダミー,M2:高スキル職ダミー,C:両親大卒ダミー,A1:30

歳代ダミー,A2:40歳代ダミー,A3:50歳代ダミー）

Y・・1X・・2M1・・3M2・・4C・・5M1X・・6M2X・・7CX

・・・・8,lAl・・9,lAlX・ ・l・1,2,3・
・・・・（7）

logitP・M2・1・X,M1・・・
2
1X・・

2
2M1・・

2
3C・・

2
4M1X・・

2
5CX

・・・・
2
6,lAl・・

2
7,lAlX・ ・l・1,2,3・

・・・・（8）

logitP・M1・1・X・・・
1
1X・・

1
2C・・

1
5CX・・・・

1
6,lAl・・

1
7,lAlX・

・l・1,2,3・
・・・・（9）
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(3)学歴とスキルを区別した分析

Model4：人的資本を学歴とスキルに区別する

ここまでは「人的資本」に学歴の変数を用いてきたが，Model4から「学歴」と区別し

て「スキル」の変数を追加する．先に説明したとおり，「高学歴・高スキル（HCHS）」

「高学歴・低スキル（HCLS）」「低学歴・高スキル（LSHS）」「低学歴・低スキル（LCLS）」

の4つのカテゴリーを使用する．このうち「低学歴・低スキル」をベースカテゴリとし，

残りの3つをダミー変数としてモデルに投入する（太字部分）．

（X：女性ダミー， M1,1：HCHS，M1,2：HCLS，M1,3：LCHS，M2：高スキル職ダミー，

C：両親大卒ダミー）

Y・・1X・・・・2,kM1,k・・・3M2・・4C・・・・5,kM1,kX・・・6M2X・・7CX

・k・1,2,3・
・・・・（10）

logitP・M2・1・・,m1・・・
2
1X・・・・

2
2,kM1,k・・・

2
3C・・・・

2
4,kM1,kX・・・

2
5CX

・k・1,2,3・
・・・・（11）

logitP・M1,k・1・・・・・
1,k
1 X・・

1,k
3 C・・

1,k
5 CX ・k・1,2,3・ ・・・・（12）

このとき新たに加えた変数の係数について，・
2
2,kが表すものは，「低学歴・低スキル

（LCLS）」と比べたときのそれぞれのダミー変数が，高スキル職に付く確率の対数オッズ

比である．また・2,kが表すのは，「低学歴・低スキル（LCLS）」と比べたときのそれぞれ

のダミー変数が賃金を高める限界効果である．これらの係数から，ベースカテゴリと比べ

て，学歴だけが高い場合，スキルだけが高い場合，学歴もスキルも高い場合のそれぞれが，

職業達成や賃金に及ぼす効果を把握できる．また学歴およびスキルの効果に，性別による

モデレーションが存在するかを検証するため，これらの変数と性別との交差項もモデルに

追加する．

Model5：学歴とスキルの効果について，年齢によるモデレーションの有無を検証する

最後に，学歴・スキルが及ぼす影響に年齢による違いがあるかを検証するため，

Model3と同様に年齢のダミー変数，および性別と年齢ダミーの交差項とともに，学歴・

スキル変数と年齢ダミーとの交差項を追加する（太字部分）．

（X:女性ダミー,M1,1:HCHS,M1,2:HCLS,M1,3:LCHS,M2:高スキル職ダミー,C:両

親大卒ダミー,A1:30歳代ダミー,A2:40歳代ダミー,A3:50歳代ダミー）

Y・・1X・・・・2,kM1,k・・・3M2・・4C・・・・・5,kM1,kX・・・・6M2X・・7CX

・・・・8,lAl・・9,lAX・・・・・・10,kM1,kAl・ ・k・1,2,3・・l・1,2,3・
・・・・（13）
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logitP・M2・1・・,m1・・・
2
1X・・・・

2
2,kM1,k・・・

2
3C・・・・

2
4,kM1,kX・・・

2
5CX

・・
2
6Al・・

2
7AlX・・・・・8,kM1,kAl・ ・k・1,2,3・・l・1,2,3・

・・・・ （14）

logitP・M1,k・1・・・・・
1,k
1 X・・

1,k
3 C・・

1,k
5 CX

・・・・
1,k
6,lAl・・

1,k
7,lAlX・ ・k・1,2,3・・l・1,2,3・

・・・・（15）

Ⅳ．分析結果

1. 推定結果の見方

モデルの推定結果は本文の表2～表5および文末の付表1～6に掲載しており，それぞ

れの表はすべて2つの部分で構成されている．上段の表は各モデルの推定結果を示し，下

段の表は各モデルについて媒介変数を経由した平均間接効果（ACME）を推定した結果

を示している．図3～図6は，その推定結果を要因間のパスおよび係数として図示したも

のである．各表の上段部分について，賃金（Y）は「時間あたり賃金」の対数をとってい

るため，賃金（Y）を被説明変数とする線形回帰式の係数は賃金変化率を示している．こ

こでは推定された係数bをexp（b）-1に代入して，賃金変化率を計算している（各表中の

exp（b）-1の列）．これらの値は図3～図6の上半分に各変数から賃金への直接効果の大き

さとして矢印とともに記載している．（M1，M2については各ダミー変数が1をとった場合

の賃金の変化率をパーセンテージで示している．）

人的資本（M1）と職業（M2）はそれぞれ二値変数のため，これらを被説明変数とする

モデルはLogitを採用し，推定された係数bは対数オッズ比を示している．それらの係

数について解釈を容易にするため，他の変数を平均値に固定したときの限界効果を計算し

（MarginalEffectatMean），表中のME列に記載している14）．この数値は，各ダミー

変数が0から1に変化するときの被説明変数への効果（確率）の差である．これらの値は

図3～図6の下半分に，各変数からM1,M2への効果として，矢印とともにパーセンテー

ジポイントで表示している．

ここで注意すべきは，図中上半分は賃金の変化率をパーセンテージで示しており，図中

の下半分は効果の差をパーセンテージポイントで示しているという違いである．この点を

強調するため，図上半分の矢印は実線で，図下半分の矢印は二重線で示すとともに値を下

線・斜体によって表示している．パスの太さは係数の大きさに対応しており，太く表示さ

れているパスは効果がより大きいことを示す．

下段の表の，平均間接効果（ACME）の計算においては，各モデルとも性別→職業→

賃金，性別→人的資本→賃金，人的資本→職業→賃金という，3つの経路での効果を示し

ている．効果の解釈を容易にするため，推定された効果をexp（b）-1で変換している．こ
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14）限界効果の計算においては，Stataのmarginsコマンドを使用した．



れらの値は図3～図6の右下部に経路とともに示しており，性別から媒介変数を経由した

賃金への間接効果を賃金の変化率として表している．

なお，これらの推定表では係数の推定値を点推定で示しているが，実際はサンプルに応

じて変動する値である．そのため2つの係数が点推定の値として異なっていても，厳密に

は一つずつ差の検証を行う必要があるのだが，今回は技術的な問題から係数同士の差を検

定する作業は行っていない．

以下の節では，Model1からModel5の推定結果を順に確認する．まず人的資本として

「学歴」の変数のみを使用したモデル（Model1～3）の結果を確認し，次に人的資本とし

て「学歴」と「スキル」を区別して投入したモデル（Model4～Model5）の結果を確認す

る．

2. 学歴・スキルを区別しない分析

(1)イギリス

表2はイギリスのデータにおけるModel1の推定結果で，図3はそれを図示したもので

ある．イギリスでは総じて図2に掲げた「あるべき姿」に近い結果がみられる．
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図３ Model1推定結果（イギリス）の図示

表２ Model1推定結果表（イギリス）

ACME（平均媒介効果）の推定結果



まず，表2の上表・および図3より，賃金（Y）と最も関連が強いのは職業（M2）で

あり，高スキル職についている人はそうでない人に比べて賃金が79％高い．学歴（M1）

と職業（M2）の結びつきも強く，大卒以上の学歴がある人は高スキル職につく確率が44

％ポイント高い．学歴（M1）と賃金（Y）も直接関連があり，大卒以上の学歴の人は他

の要因を一定にしても賃金が31％高い．

一方，性別（X）もまた賃金（Y）に直接の関連があり，女性は他の要因を一定にして

も賃金が33％低い．しかし，性別（X）と，学歴（M1）および職業（M2）との関連は小

さい．これは，女性であることが大卒以上の学歴獲得に不利にならず，また高スキル職に

つく確率も男性と大きくは違わない（7％ポイント低い）ことを意味する．この性別と学

歴や職業との結びつきの小ささは，性別（X）から学歴（M1）や職業（M2）を媒介した

賃金（Y）への効果がほとんどないことにもつながっている．この点は，表2の下表を確

認すると，性別から学歴に媒介されて賃金に与える影響は有意でなく，性別から職業に媒

介されて賃金に与える影響も-3％と小さい．この間接効果と直接効果をあわせると，女性

の賃金は男性よりも35％低くなっている（ACME表の「総効果」より）．なおModel1に

は，交絡因子（C）として，育った家庭背景をあらわす変数（親学歴のダミー変数）を加

えているが，本分析の焦点ではないため図では省略している．

次に，付表1に掲げたModel2の推定結果から，性別によるモデレーションの効果を確

認する．上表より，賃金（Y）への効果をみると，女性ダミーと高スキル職ダミーの交差

項が有意であり，職業（M2）と賃金（Y）との関連に男女差があることを示している．

その効果をみると，高スキル職についている人はそうでない人より賃金が60％高いところ，

高スキル職の女性はさらにプレミアムがある（効果の大きさは単純に足しあげることはで

きない）．つまり女性が高スキル職につくことによる賃金上昇率は，男性が高スキル職に

付く場合より大きい．そのため，低スキル職・女性の賃金は低スキル職・男性の賃金より

40％低いところ，高スキル職についた女性は低スキル・男性の賃金より高く，さらに高ス

キル職・男性との賃金差も縮めている．このように，イギリスでは高スキル職につくこと

が女性にとって高賃金を得る重要な手段となっており，その意味で「職業（M2）」が男女

格差を縮小する有効な回路になっている．

その一方で，職業への到達において男女間に格差があることも確認できる．職業（M2）

を被説明変数とするモデルでは，学歴（M1）と性別（X）の交差項が有意になっている

（ただし10％水準）．男性の場合，大卒以上の学歴であれば高スキル職につく確率が47％ポ

イント高いところ，女性の場合はその効果が低くなる．そもそも女性は男性と比べて高ス

キル職に就く可能性が5％低いのだが，大卒以上の学歴をとっても高スキル職につく確率

は男性ほどには高まらず，むしろ高スキル職へ到達する確率の男女差は高学歴の場合によ

り拡大してしまう．

次に，付表2に掲げたModel3の結果から，年齢のもつ影響を確認しよう．20歳代をベー

スカテゴリとしたとき，男性の30歳代・40歳代・50歳代の賃金はそれぞれ48％・70％・59

％高い．だが性別と年齢の交差項はすべてマイナスである．つまり，女性では年齢に応じ
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て賃金が高まる傾向が男性ほどみられない．職業（M2）を被説明変数とするモデルで，

高スキル職につく確率をみると，20歳代と比較して30～50歳代で14～22％ポイント高まる．

ここに性別のモデレーションは見られず，年齢の効果は男女で共通である．同じく学歴

（M1）についても，大卒以上の学歴となる確率は30歳代～40歳代で8～9％ポイント高い

が，ここにも性別のモデレーションは見られない．

以上よりイギリスの労働市場の特徴をまとめれば，学歴（M1）から職業（M2），職業

（M2）から賃金（Y）への効果が大きい．また性別が効果をもっているのは，おもに賃金

との直接の関連である．職業から賃金への関連では，女性であることがプラスのモデレー

ション効果を持つことから，女性が高スキル職につくことがむしろ男女格差を縮小する効

果がある．同時にこの高スキル職につく確率は女性においてわずかに低く，また高学歴で

その差が拡大する点が課題である．だが全体としては，人的資本を獲得して高スキル職に

つくことがジェンダー間の賃金格差を縮めることにつながる，労働市場の構造になってい

るといえる．

(2)日本

それでは次に，日本についての分析結果をみよう．表3はModel1の推定結果で，図4

はその結果を図示したものである．

まず，賃金（Y）への各要因の関連をみると，日本でも学歴（M1）から職業（M2），職

業（M2）から賃金（Y）への関連はとくに強い．大卒以上の学歴であれば高スキル職に

つく確率を40％ポイント高め，高スキル職であれば賃金は70％高い．だが，事前の予想に

反して，学歴（M1）から賃金（Y）への直接の関連は+24％とそれほど大きくない．

性別（X）の影響についてみると，賃金（Y）との直接の関連はイギリスと同様に強く，

他の要因をコントロールしても女性は男性に比べて賃金が-45％低い．一方で，イギリス

と異なるのは，性別（X）が人的資本（M1）と職業（M2）に直接関連する点である．女

性であれば，大卒以上の学歴を持つ確率が20％ポイント低く，高スキル職につく確率も12

％ポイント低い．また，学歴や職業に媒介された性別の効果についてみると，表5の結果

より，学歴に媒介された性別から賃金への効果は-4％，職業に媒介された性別から賃金へ

の効果は-5％となっている．これらの経路による間接効果を直接効果をあわせると，性別
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図４ Model1推定結果（日本）の図示



が賃金に及ぼす効果は-48％ほどになる（ACME表の「総効果」より）．

次に，付表4に掲げたModel2の推定結果より，性別によるモデレーション効果の有無

を確認しよう．まず賃金（Y）を被説明変数とするモデルをみると，学歴（M1）も職業

（M2）も性別との交差項は有意でなく，学歴と賃金，職業と賃金との関連に，性別による

モデレーションはない．このことは，女性であれば男性より賃金が49％低いのだが，彼女

たちがたとえ大卒以上の学歴を獲得しても，また高スキル職についても，同じ属性をもつ

男性との格差は縮まらず49％の賃金格差が維持されることを意味する．つまり日本では，

学歴（M1）も職業（M2）も男女間の賃金格差を縮小することに貢献しない．さらに，職

業（M2）を被説明変数とするモデルをみると，学歴（M1）と性別の交差項は負で有意で

あり，性別による負のモデレーション効果を示唆する．そもそも女性は大卒以上の学歴を

獲得する確率も，高スキル職につく確率も男性よりも低いのだが，大卒以上の学歴を獲得

したとしても職業達成の男女格差はより拡大し，また高スキル職についても男性との賃金

格差は縮まらない．

性別のモデレーション効果でもうひとつ重要な点が，家庭背景と性別との交互作用であ

り，この点はイギリスと日本で異なっている．イギリスのModel2（付表1）の結果を確

認すると，親の学歴（C）は本人の学歴（M1）および職業（M2）に直接の大きな効果を

持っている．両親のいずれかが大卒であれば，子供が大卒以上の学歴を達成する確率が31

％ポイント増え，また高スキル職につく可能性が9％ポイント増える．だがこの効果には，

男女間で違いがない．一方，日本のModel2（付表4）の結果を確認すると，親の学歴

（C）の影響は次のように理解できる．まず男性の場合，両親のいずれか大卒であれば，

自分が大卒以上の学歴となる確率が22％ポイント高まるが，高スキル職につく確率は変わ

らない．これが女性の場合，自分が大卒以上となる確率はさらに高まり，高スキル職につ
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表３ Model1推定結果表（日本）

ACME（平均媒介効果）の推定結果



く確率も高まる．つまり，女性の方が家庭背景によるプラスの影響をより強く受ける．こ

うした男女差がどのようなメカニズムで生じているかは不明だが，もともと男女の学歴・

職業達成に格差があり，家庭に十分な資源がある場合にのみ女子がその不利を縮小しうる

という実態の背景には，家庭での資源が限られる場合にはそれが男子に優先的に配分され

ている可能性がある．

次に，付表5に掲げたModel3の結果から，年齢が及ぼす影響を確認しよう．男性では，

20歳代をベースカテゴリとして，30歳代・40歳代・50歳代でそれぞれ賃金（Y）が65％・

88％・71％高く，この関連はイギリスと比較しても大きい．この年齢ダミーは性別による

モデレーションがあり，女性の場合は年齢の効果がほとんど打ち消されてむしろ年齢とと

もに賃金が下がる．また，学歴（M1）や職業達成（M2）に年齢が及ぼす影響も性別によ

るモデレーション効果があり，男性では30歳代・40歳代・50歳代でそれぞれ高スキル職を

達成する確率があがるものの，女性ではその効果の大部分がうち消される．学歴（M1）

についてはその傾向が顕著で，男性では年齢とともに大卒以上の学歴を達成する確率が11

％・15％・20％ポイント上がるものの，モデレーションを考慮すると女性ではむしろ年齢

とともに学歴獲得の確率が下がる．

以上，日本の特徴をまとめると，性別（X）から賃金（Y）への直接の効果が大きい事

に加えて，性別（X）から学歴（M1）および職業（M2）への効果も大きいことがあげら

れる．高スキル職（M2）であることが高い賃金につながる経路は男女ともに開かれてい

るものの，もとからある男女格差を積極的に縮小する機能までは果たさない．また，学歴

（M1）と職業（M2）の関連には性別による負のモデレーションが存在し，女性は大卒以上

の学歴を獲得しても高スキル職に就く確率が男性ほどには高まらない．もともと女性は大

卒以上の学歴を獲得しにくく，高スキル職につく確率が低いこととあわせると，日本の労

働市場では，人的資本や職業達成が男女格差を縮小する有効なメカニズムとして機能して

いるとは言いがたい．

3. 学歴とスキルを区別した分析

(1)イギリス

ここまでの分析は「人的資本」として「学歴」を用いてきたが，ここからは「学歴」に

加えて「スキル」の変数を導入する．具体的には，「高学歴・高スキル」「高学歴・低スキ

ル」「低学歴・高スキル」「低学歴・低スキル」の4つのカテゴリーを用いて，「学歴」と

「スキル」が職業や賃金に及ぼす影響を分けて捉える．

まず，イギリスの結果を確認しよう．表4はModel4の推定結果であり，図5はその結

果を図示したものである．人的資本（M1）は「高学歴・高スキル（HCHS）」「高学歴・

低スキル（HCLS）」「低学歴・高スキル（LCHS）」の3変数に分かれている（ベースカ

テゴリは「低学歴・低スキル（LCLS）」）．これまでと同様に，人的資本（M1）→職業

（M2），職業（M2）→賃金（Y）の経路がもっとも太い．だが人的資本（M1）の3つの変

数はそれぞれ影響が異なっており，職業（M2）への関連（高スキル職への達成確率）を
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みると，ベースカテゴリーと比較して，「高学歴・高スキル（HCHS）」が54％ポイント高

く，「高学歴・低スキル（HCLS）」が45％，「低学歴・高スキル（LCHS）」が24％ポイン

ト高い．またこれらの変数はそれぞれ賃金とも直接関連しており，職業（M2）など他の

要因をコントロールしても，賃金（Y）がそれぞれ45％・22％・15％高い．

性別の及ぼす役割に注目しよう．性別（X）と賃金（Y）には直接の関連があるものの，

その大きさは職業（M2）や学歴・スキル（M1）と賃金との直接の関連と比べて大きくな

いし，それ以外では性別（X）の及ぼす効果はほとんどみられない．というのも，性別

（X）から人的資本（M1）との関連はどれもごくわずかであり，また性別（X）から職業

（M2）との関連は有意でない．

Model4では，人的資本（M1），職業（M2），家庭環境（C）の，性別によるモデレーショ

ン効果の有無についても検証している．まず賃金（Y）への影響については，高スキル職

（M2）であれば賃金は57％高いが，女性で高スキル職の場合はそれよりもさらに高くなり，

高スキル職につくことが男女格差を縮小していることがわかる．一方，職業（M2）達成

への影響をみると，高学歴・高スキル（HCHS）の場合に高スキル職につく確率が男性で

は54％ポイント高いのに対して，女性はそれより低くなっており，高学歴，高スキルの効

果が男性ほど高くないことが分かる．

表4の下表は，人的資本や職業に媒介された性別から賃金への効果を推定している．表

より，職業・HCHS・HCLS・LCHSに媒介された効果はそれぞれ-2％,-1％,-1％,-1％

であり，性別の影響はほとんどないことが分かる．これはイギリスでは性別（X）から人

的資本（M1）や職業（M2）への直接のパスがそもそも非常に細いことによる．

さらに付表3に掲げたModel5では，年齢をコントロールするとともに，学歴・スキル

の効果に対する年齢によるモデレーションの有無を検証している．学歴・スキルをあらわ

す3変数と年齢ダミーとの交差項に注目すると，多くの項目で係数がプラスになっている

ことから，20歳代と比較するとそれ以上の年齢層で人的資本（M1）の変数がより大きな

―348―

→ →

→ →
→ →
→ →

注）図中の四角で囲っている数値は，性別との交差項の係数を％またはパーセントポイントに
変換したもの．ただし正確な効果の計算には，関連する係数を合計したうえでの対数変換
が必要．

図５ Model4推定結果（イギリス）の図示



効果を持つ傾向にあることが分かる．とくに「高学歴・低スキル（HCLS）」は傾向が明

確であり，年齢があがるにつれて賃金がより高く，また高スキル職につく確率も高くなっ

ている．こうした結果の背景としては，大卒以上という学歴がキャリアをかさねるにつれ

て賃金（Y）や職業達成（M2）にプラスの影響を強く及ぼすようになっていく可能性，

あるいは若い世代においてそうした効果が小さくなってきている可能性が考えられる．

以上をまとめると，イギリスでは「学歴」も「スキル」もともに，賃金（Y）や職業達

成（M2）を高める効果がある．その大きさは，「低学歴・低スキル（LCLS）」を基準にと

ると，「低学歴・高スキル（LCHS）」＜「高学歴・低スキル（HCLS）」＜「高学歴・高

スキル（HCHS）」の順に大きくなる．「スキル」は「学歴」から独立した効果を有するも

のの，「スキル」より「学歴」の方がより大きな効果を持っているのだ．
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(2)日本

次に日本の結果をみよう．表5はModel4の推定結果で，図6はその結果を図示してい

る．職業（M2）との関連をみると，人的資本（M1）のうち「高学歴・高スキル（HCHS）」

および「高学歴・低スキル（HCLS）」は高スキル職につく確率がそれぞれ52％ポイント・

41％ポイント高いが，「低学歴・高スキル（LCHS）」の場合は高スキル職につく確率は14

％ポイント高いにすぎない．一方，賃金（Y）への影響をみると，「高学歴・高スキル

（HCHS）」および「高学歴・低スキル（HCLS）」はそれぞれ賃金が38％・20％ポイント

高いのだが，「低学歴・高スキル（LCHS）」では賃金（Y）との関連は有意ではない．つ

まり，ベースカテゴリの「低学歴・低スキル（LCLS）」と比較して，「低学歴・高スキル

（LCHS）」では職業達成の優位性は小さく，賃金に対する影響は見られない．このことは

日本では大卒以上の学歴を有することは職業達成や賃金を高める一方で，高いスキルを持っ

ていてもそれが大卒以上の学歴を伴わなければ労働市場で評価されていないことを示唆す

る．

同じく表5より，人的資本（M1）の性別（X）によるモデレーションを確認しよう．

まず賃金（Y）を被説明変数としたモデルでは，いずれの交差項も有意になっていないこ

とから，学歴およびスキルと賃金との関連には性別による違いがみられない．一方，職業

（M2）達成への影響では，「高学歴・高スキル（HCHS）」「高学歴・低スキル（HCLS）」

の女性は，高スキル職につく確率が同じ属性の男性と比べて相対的に低くなる．つまり，

日本の労働市場には，そもそも女性は学歴達成・職業達成・賃金のそれぞれが低いという

構造があるのだが，女性がたとえ学歴やスキルを獲得したとしても，それが元からある男

女格差を縮小する効果は限定的である．それどころか高学歴層で高スキル職につく確率の

男女格差はむしろ拡大し，そして仮に高スキル職につけたとしても賃金における男女格差

の大きさは縮まらない．

付表6に掲げたModel5では，年齢をコントロールするとともに，人的資本（M1）の

効果への年齢によるモデレーションの有無を検証している．年齢と性別の交互作用の効果

はModel3の結果と同じで，男性では30歳代・40歳代と年齢があがるにつれ賃金が高くな

るが，女性ではそうした傾向はほとんど見られない．人的資本（M1）と賃金との関連を

みると，年齢をコントロールしない場合「低学歴・高スキル（LCHS）」は賃金への効果

がみられなかったのが，50歳代のみ賃金に対して大きな効果をもつ．職業達成（M2）へ

の影響をみると，「高学歴・高スキル（HCHS）」「高学歴・低スキル（HCLS）」で年齢と

のモデレーション効果があり，年齢が高くなるほど高スキル職につく確率が高まる．だが，

女性では逆に年齢が上がるほど高スキル職につく確率が下がるという関係がみられ，学歴

やスキルが50歳代で賃金を高めるのは男性に限られることが分かる．
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図６ Model4推定結果（日本）の図示

注）図中の四角で囲っている数値は，性別との交差項の係数を％またはパーセントポイントに
変換したもの．

表５ Model4推定結果表（日本）

b s.e. p exp(b)-1 b s.e. p ME s.e. p b s.e. p ME s.e. p

-0.674 *** (0.048) 0.000 -0.490 -0.434 *** (0.130) 0.001 -0.100 *** (0.030) 0.001 -1.098 *** (0.174) 0.000 -0.126 *** (0.019) 0.000
0.321 *** (0.065) 0.000 0.379 2.394 *** (0.175) 0.000 0.525 *** (0.027) 0.000
0.185 *** (0.062) 0.003 0.203 1.769 *** (0.158) 0.000 0.412 *** (0.031) 0.000
0.059 (0.075) 0.430 0.061 0.569 *** (0.192) 0.003 0.137 *** (0.047) 0.004

-0.150 *** (0.047) 0.001 -0.139 -0.185 (0.132) 0.161 -0.042 (0.030) 0.156 0.868 *** (0.136) 0.000 0.111 *** (0.019) 0.000
0.501 *** (0.049) 0.000 0.650
0.040 (0.106) 0.702 0.041 -0.506 * (0.275) 0.066 -0.109 ** (0.054) 0.044

-0.084 (0.097) 0.389 -0.081 -0.650 *** (0.246) 0.008 -0.136 *** (0.046) 0.003
0.058 (0.107) 0.588 0.060 0.041 (0.281) 0.883 0.010 (0.066) 0.884
0.027 (0.072) 0.704 0.027
0.209 *** (0.069) 0.003 0.232 0.418 ** (0.193) 0.030 0.100 ** (0.047) 0.033 0.359 (0.238) 0.131 0.045 (0.032) 0.161

7.231 *** (0.036) 0.000 -0.983 *** (0.093) 0.000 -1.711 *** (0.093) 0.000

*** p<0.01, ** p<0.05, * p<0.1

b s.e. p ME s.e. p b s.e. p ME s.e. p

-0.972 *** (0.160) 0.000 -0.122 *** (0.019) 0.000 -0.170 (0.158) 0.282 -0.016 (0.015) 0.283

0.598 *** (0.136) 0.000 0.080 *** (0.019) 0.000 -0.113 (0.186) 0.544 -0.010 (0.017) 0.539

0.668 *** (0.224) 0.003 0.098 *** (0.037) 0.008 0.356 (0.266) 0.181 0.036 (0.030) 0.222

-1.603 *** (0.089) 0.000 -2.096 *** (0.107) 0.000

*** p<0.01, ** p<0.05, * p<0.1

(linear) (logit) (Marginal Effects at Mean) (logit) (Marginal Effects at Mean)

2,670 2,670

(logit) (Marginal Effects at Mean) (logit) (Marginal Effects at Mean)

2,670 2,670 2,670

ACME（平均媒介効果）の推定結果



Ⅴ．考察

本稿の分析には幾つか課題が残されている．まず，本稿の分析は労働市場の多元的な構

造を，きわめて単純な変数に操作化しているという限界がある．学歴・スキル・職業達成

といった変数については，今回すべて二値変数を用いたが，異なる操作化の方法も考えら

れる．スキルについては，得点を連続変数として用いたり，あるいはカテゴリー化する場

合でも異なる閾値を用いることが考えられる．またそもそもPIAAC調査におけるスキル

は，読解力や数的思考力など認知的な面に焦点をあてているが，仕事に用いるスキルは多

面的でありまったく異なる要素も考えられる．職業もまた，職業威信スコアなどを用いて

連続変数に操作化する方法も考えられるし，本来は一元的な尺度に操作化することにも難

しさがある．こうした可能性をふまえて，人的資本や職業と賃金との関連について今後よ

りきめ細かい分析が求められる．

そうした限界をふまえながら，本稿の分析で明らかになったことをまとめよう．まずイ

ギリスでは，あるべき姿で想定したとおりに，「学歴」と「職業」，および「職業」と「賃

金」の関連が強い．「性別」の影響をみると，女性では他の要因をコントロールしても

「賃金」が33％低いという関連がみられる．女性であっても「学歴」獲得への不利な影響

はみられないが，「職業」との関連をみると，女性は高いスキルを要する職業につく確率

が男性よりもやや低い．しかしながらいったん女性が高スキル職につけば，低スキル職に

比べて賃金が高くなる程度は男性よりも大きく，イギリスでは「職業」が男女賃金格差を

縮小するメカニズムとして機能しているという点が重要である．また，人的資本として

「学歴」と「スキル」を分けて影響をみた分析では，「スキル」が「学歴」とは独立して職

業達成や高い賃金と関連していることが明らかになった．つまりイギリスでは高い「スキ

ル」を持つものは，たとえ「学歴」が低くても，職業達成や賃金水準が高まるのだ．

これに対して日本では，まず「性別」が「賃金」に直接与える影響が大きく，女性であ

れば他の要因をコントロールしても賃金が45％低い．さらに，日本では女性であることが

大卒以上の「学歴」を得る確率を下げ，高いスキルを要する職業につく確率をも下げる．

こうした要因を経由した間接的な影響も加味すると，女性であることで賃金は一層低くな

る．また仮に大卒以上の「学歴」を取得したとしても，高スキル職につく確率は男性ほど

には高まらず，むしろ高学歴層で「職業」達成の男女格差がより拡大する．また，日本で

はイギリスのように「職業」が男女賃金格差を緩和する効果がみられず，高スキル職にお

いても低スキル職と同じ大きさで男女賃金格差が存在している．もともと女性は男性より

も高スキル職につく確率が低いこととあわせて考えると，むしろ「学歴」や「職業」が男

女賃金格差を維持あるいは拡大する役割をはたしている．さらに「スキル」を加えた分析

からは，日本で大卒の学歴があれば，高いスキルを持つ人が高スキル職につく確率が高く

賃金もより高いのだが，もし大卒の学歴がなければ，たとえ高いスキルを持っていても，

高い職業達成や高賃金につながっていないことが明らかになった．このことは，日本の労
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働市場で「学歴」とは独立して「スキル」が十分に評価されていないことを意味する．さ

らに「年齢」の影響をみると，男性ではイギリスでも日本でも年齢とともに「学歴」や

「スキル」と「職業達成」や「賃金」の関連が強くなり，日本では「年齢」とともに「賃

金」が高くなる直接の関連が特に強い．だが女性は大きく状況が異なり，特に日本では女

性にとって「年齢」を重ねることが「学歴」「スキル」「職業達成」「賃金」を高める効果

はほぼないかもしくはマイナスである．

本稿の分析結果は，日本の労働市場で人的資本投資を行っても，男女格差縮小に対して

限定的な効果しか持ちえない可能性を示す．学歴達成・スキル獲得・あるいはその先の企

業の人材育成において男女間で格差が存在する現状は，もちろんすみやかに改善されねば

ならない．だが仮に人的資本の差がなくなったとしても，日本では「スキル」から「職業

達成」や「賃金」を高める経路がごく細いために，男女間の格差が解消されない可能性が

ある．したがって，労働市場のアウトカムにおける男女格差を解消するためには，これま

で先行研究がたびたび指摘してきたように，「勤続」や「雇用形態」という労働市場の制

度に起因する要因へのアプローチが欠かせない．具体的には，「勤続」に対するリターン

を男女で等しくし，さらには勤続そのもののリターンを小さくしていくこと，また雇用形

態と性別の結びつきを解消し，雇用形態間の処遇格差を小さくしていくことなどが該当す

る．そして何より，人的資本の蓄積がよりよい仕事（職業）へと繋がり，また仕事がその

内容にみあった賃金へとつながる回路を，しっかりと太くつなげることが重要である．

急速に変化する仕事の内容や労働需要に対応するには，リスキリングをはじめとする人

的資本投資の重要性は高まる．しかし人的資本投資の重要性もさることながら，獲得され

たスキルをきちんと評価し，それを仕事や賃金へきちんと反映できるような労働市場の構

造へと作り変えていくことの必要性を，本稿の分析結果は示している．
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【付表】

ACME（平均媒介効果）の推定結果

付表１ Model2推定結果表（イギリス）

付表２ Model3推定結果表（イギリス）

ACME（平均媒介効果）の推定結果
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付表３ Model5推定結果表（イギリス）

ACME（平均媒介効果）の推定結果
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付表４ Model2推定結果表（日本）

付表５ Model3推定結果表（日本）

ACME（平均媒介効果）の推定結果

ACME（平均媒介効果）の推定結果
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付表６ Model5推定結果表（日本）

ACME（平均媒介効果）の推定結果
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HowAreSkillsValuedintheLaborMarketandRelatedtoGenderInequality?
-AComparisonofLaborMarketStructureinTermsofGender,Education,

Skills,andOccupation.

SUZUKIKyoko

TowhatextentisaninvestmentinskillseffectiveinreducingthegenderwagegapinJapan?

Recentstudieshaveshownthatdiversefactorssuchasoccupationandskillscontributetothegen-

derwagegap.Inthispaper,Iestimatetherelativesizeoftheimpactofgender,credentials,skills,

andoccupationonwages,consideringdifferentpathways,andcomparethestructureofthelabor

marketintheU.K.andJapan.Idistinguishbetweencredentialsandskillsandfocusonthefunc-

tionsofthesefactorsinthelabormarket.ThedatausedinthestudyaretheProgrammefortheIn-

ternationalAssessmentofAdultCompetencies(PIAAC)byOECD,andthemoderatedmediation

modelisemployed.Theresultsarepresentedasfollows:first,occupationhasastrongrelationship

withwagesintheU.K.,whereasgenderhasastrongdirecteffectonwagesinJapan.Genderalso

hasasignificanteffectonwagesthroughhumancapitalandoccupationinJapan;second,inthe

U.K.,havinganoccupationrequiringhighskillsreducesthegenderwagegap,whilenosuchef-

fectscanbeobservedinJapan;third,inJapan,havinghighskillsincreasestheprobabilityofattain-

inganoccupationrequiringhighskillsandincreasingwages,specificallyifitisaccompaniedwith

universitydegrees.However,withoutuniversitydegrees,havinghighskillshaslittleeffectonoc-

cupationalattainmentandnoeffectonwages.Thisindicatesthattheskillsarenotproperlyevalu-

atedandlinkedtooccupationandwagesintheJapaneselabormarket,whichsuggeststhat

investmentinhumancapitalmayhavealimitedeffectonimprovingwages.Institutionalreformof

thelabormarketsuchasenhancingthelinkagebetweenskillsandwagesisessentialtoreducethe

genderwagegapinJapan.

Keyword:gender,skills,wagegap,humanresources,labormarket


